
（単位：千円）

流　動　資　産 流 動 負 債

現金・預金 259,366 買掛金 36,723
売掛金 54,485 未払金他 2,312
商品 0 前受金 0
リース投資資産 883,736 預り金等 9,062
その他 11,329 未払法人税等 4,909

流 動 資 産 合 計 1,208,916 リース債務短期 349,235
固　定　資　産 その他 15,561

投資その他の資産 流 動 負 債 合 計 417,802
長期前払費用 4,513 固 定 負 債

リース債務長期 527,106
固 定 資 産 合 計 4,513 その他の固定負債 19,765

固 定 負 債 合 計 546,871
964,673

株 主 資 本

資本金 100,000
利益剰余金 148,756

株 主 資 本 合 計 248,756
248,756

1,213,429 1,213,429
千円未満切捨

（単位：千円）

409,256
387,735
21,111
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-4,028

自　２０２５年　１月　１日

ＯＹＯアセットサービス株式会社

第２４期　貸借対照表
（２０２５年１２月３１日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

負　債　合　計

純 資 産 の 部

純 資 産 合 計
資　産　合　計 負 債・純資産 合計

第２４期　損益計算書

特　別　利　益

特　別　損　失

至　２０２５年１２月３１日

売　　上　　高

販売費及び一般管理費

営　業　利　益

営 業 外 収 益

経　常　利　益

税引前当期純利益

法　人　税　等

当 期 純 利 益

売　上　原　価

営 業 外 費 用
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（単位：千円）

株　主　資　本

資本金 当期首残高及び当期末残高 100,000
利益剰余金

その他利益剰余金

　 繰越利益剰余金 前期末残高 152,784
当期変動額　　当期純利益 -4,028
当期末残高 148,756

利益剰余金合計 前期末残高 152,784
当期変動額　　当期純利益 -4,028
当期末残高 148,756

株主資本合計 前期末残高 254,784
当期変動額 -4,028
当期末残高 250,756

純 資 産 合 計 前期末残高 254,784
当期変動額 -4,028
当期末残高 250,756

至　２０２５年１２月３１日

第２４期　株主資本等変動計算書
自　２０２５年　１月　１日
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法

1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・棚卸資産 先入先出法による低価法で評価しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法

1）有形固定資産   定率法（ただし、建物および建物附属設備については定額法）を採用しており 

ます。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備 １０～１５年  器具及び備品 ４～５年 

2）無形固定資産  定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年） 

に基づいております。 

(3) 引当金の計上基準

1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

2）賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(4) 収益及び費用の計上基準

商品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、顧客との販売契約に基づ

いて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡

す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、

引渡時点で収益を認識しております。 

保守サービス係る収益は、主に商品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて

保守サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の 

期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて

収益を認識しております。 

当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して 

おります。 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

1）担保に供している資産

該当事項はありません。 

2）担保に係る債務

  該当事項はありません。 

(2) リース物件回収費

リース満了後発生見込の物件撤去およびデータ消去費を見積もっております。

その他の流動負債 15,443千円 

その他の固定負債   19,765千円 

３．損益計算書に関する注記 

(1)関係会社との取引高、営業取引による取引高

1）売上高  0千円 

2）仕入高  0千円 

（リース資産を除く）

（リース資産を除く）
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普通株式 2,000株 0株 0株 2,000株 

(2) 配当に関する事項

配当金なし

５．リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース資産なし

６．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等の 

名  称 
所在地 

資本金又は 

出 資 金 

（千円） 

事業の内容 
議決権等の所有 

(被所有)割合 

親会社 
応用リソースマネージメント 

株式会社 

東京都

文京区 
175,000 

卸売業 

販売業 

被所有割合 

直接100.0％ 

関連当事者との関係 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 

期末残高 

科 目 金額（千円） 
役員の兼任等 事業上の関係 

兼任０名 損害保険の販売 
火災保険、自動車保

険等の販売 
0 業務未収入金 0 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

損害保険の販売については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額   124,378円07銭 

(2) １株当たり当期純損失 ▲2,014円02銭

８．重要な後発事象に関する注記 

特記すべき事項はありません。 

９．その他の注記 

記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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